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人口減少や業務の効率化が進む日本において今後の都市間交通のあり方を考える上で，人々のトリップ発生
パターンを理解し，需要喚起につながる施策の効果を分析していくことが必要である．本研究では，社会生活
基本調査における目的別国内年間宿泊旅行回数を分析する．まず年間旅行回数の分布が Poisson分布と比べて
「0回」と「10回以上」の割合が多いことから，その特徴を記述できるゼロ過剰 Poissonモデルにパラメータを
追加したモデルを提案した．そして，そのモデルを旅行回数分布データに適用し，旅行回数分布を「非選択率，
高頻度率，選択層の平均旅行回数」の 3つのパラメータで表現できることを示した．次に，性別，年齢，介護
状況などの個人属性によって，各目的の 3つのパラメータがどのように異なるかを，個人属性ごとに集計した
旅行回数分布を分析することで明らかにした．さらに，都道府県ごとの旅行回数分布から，都道府県ごとの回
数分布の 3パラメータを推定し，その空間的な差異・各目的ごとの特徴を確認した．
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1. 都市間交通の発生過程分析の必要性

(1) 都市間交通の発生量の減退

日本では近年，大都市圏を除く地域での高齢化と人

口減少の加速，経済状況の停滞による余暇活動消費の

鈍化，情報通信技術の活用による業務効率化の進展な

ど，都市間交通需要を量的に減少させる社会的・経済的

変化が進んでおり，今後その傾向は加速すると考えら

れる．このような需要の長期的な減少トレンドの中で，

航空などの都市間交通サービスの競争は激化し，その

存続が困難になると予想される．

このような問題に対して，筆者らは，ネットワーク

構造をコントロールすることで，移動利便性の低下を

抑制する方策を検討している具体的には，すべての都

市間交通サービスを現状のまま維持することは困難で

あるため，複数の ODの交通を少数のリンクに集約す

ることを考え，利用者の利便性の低下を抑制しながら

最低限の利用者数を確保できるネットワーク構造を求

める数理計画問題を提案している 1),2)．このような検

討を平行して行って維持すべきサービスを限定すると

しても、サービスの長期的な維持のためにはターゲッ

トとなる OD需要を喚起する努力が不可欠であり、具

体的な政策を考えるための基礎として、発生段階のメ

カニズムを把握することが必要となる．

(2) 発生段階の統計データ

全人口に対する行動者の割合が小さい都市間交通の

場合，実際に交通を行った利用者を対象とする choice

basedの実態調査が効率的である．その中では国土交通

省が５年ごとに実施する全国幹線旅客純流動調査が最

も大規模で包括的な調査となっている．この調査では，

代表的な秋期の特定日におけるサンプリング調査を年

間の断面交通量に合わせて拡大し，我が国の都市間流

動全体を把握することができない．しかし，調査項目

に含まれないために，個々のサンプルの発生頻度の違

いを把握することができない．しかも，観光目的や帰

省・私用目的のように大型連休や夏休み，盆正月など

の時期への集中が見られ，秋期の調査日が必ずしも代

表的とは言えないために、拡大の過程で属性の構成比

が歪む危険性が大きいという問題もある 3),4)．

年間の旅行履歴が把握できる調査のうちで最も大規

模なものは，総務省統計局が 5年ごとに実施する社会

生活基本調査である 5)．この調査は，１日の生活時間

の配分と過去１年間における社会的な活動状況などを，

全国約 8万 3千世帯の 10歳以上の世帯員約 20万人を

対象として調査する home basedの調査で，1976年の

第 1回調査以来 5年ごとに実施している．2006年以降

の調査の中では，秋期 1日の調査日から過去１年間に

さかのぼって宿泊旅行および日帰りの行楽の回数を訪

ねており，国内の宿泊旅行の目的は (1)観光旅行，(2)

帰省・訪問などの旅行，(3)業務出張・研修・その他の旅
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行に３区分されている．本研究では一般に公開されて

いる 2011年の国内旅行回数の集計データを使用する．

なお，大学等における学術研究においては，同調査

の匿名化された個表データの利用申請が可能となって

いる．これにより居住地だけではなく，世帯や個人の

収入，勤務形態を考慮したより詳細な非集計分析が実

施できる可能性があるため，今後研究計画を立ててい

きたい．

(3) 本研究の目的

本研究では，社会生活基本調査における目的別国内

年間宿泊旅行回数の分布を分析する．後述するように，

この旅行回数分布は Poisson 分布と比べて「0 回」と

「10 回以上」の割合が多いという特徴があり，通常の

Poissonモデルではうまく記述することができない．そ

こで，「0回」の割合が多いデータを扱うために提案さ

れている．ゼロ過剰 Poissonモデルを応用して分析を

行う．

本研究ではこのゼロ過剰 Poissonモデルに一つのパ

ラメータを追加したモデルを適用し，旅行回数分布の

3つのパラメータを算出する．3つのパラメータとは，

当該目的の旅行を行う可能性のない非選択層の割合と，

特に高頻度で当該目的の旅行を行う高頻度層，そして

選択層の平均旅行回数である．そして，各旅行目的の

回数分布パラメータの特徴（トリップ発生パターンの

特徴）を明らかにする．

さらに，個人属性ごと，都道府県ごとの旅行回数分

布データを用いて，個人属性および空間的な回数分布

の違いを明らかにする．

2. ゼロ頻度分布に関する先行研究

(1) 切断モデル

計量経済モデルの理論は，正規分布を用いて誤差項

を記述することにより大きく発展してきた．確かに、大

数の法則と中心極限定理を用いれば，長期の平均値や

多数の観測値に対して，正規分布に従う誤差項を仮定

することは合理性があるように思われる．

しかしながら財の購入量のように，経済学が扱う実

証データの多くは負の値を取りえない．正規分布の定

義域は正負の無限大であるから，誤差項に正規分布を

仮定すれば結果変数の値域も正負の無限大となるべき

である．この乖離を埋めるため，仮想的に正負の無限大

に分布する仮想的な変数が存在するものの，一定の幅

の値域にある場合にのみ観測値が得られるとする「切断

モデル (truncated model)」が提案されている．さらに，

観測が行われるという条件付き確率を考えた切断分布

を考えて尤度関数を設定することで，最尤推定法を適

用することができる．最も有名な切断モデルは，Tobin

が開発したTOBITモデルで，労働や財の購入量の説明

に広く用いられている．すなわち理論的には正負の値

を取りうる変数が存在するが，それが正の場合のみ値

が観測され，負の場合には労働や購入などの行動が行

われず観測もされないと仮定したモデルとなっている．

Groggerら (1991)6) は，公共交通の利用者を対象に

利用回数を調査する場合を例に挙げ，「切断バイアス」の

存在を指摘した．これは，選択を行った人からサンプル

を抽出するような Choice based sampling においては，

行動を行わなかった個人がサンプルに含まれないこと

に起因する．そこで，行動回数を表現するために広く

用いられている Poissonモデルについても，１以上の

回数のみを考えた切断分布に当てはめることを主張し

た．これを，Truncated Poisson Model と呼んでいる．

(2) ゼロ過剰モデル

行動回数などを調査する際にも，居住地に基づくサン

プリングによってHome basedで調査をすれば，上記の

切断バイアスの問題は生じない．しかし実際には，0回

の比率がPoisson分布で想定される確率よりも大きいよ

うなデータが得られることが少なくない．これを「ゼロ

過剰カウントデータ」と呼び，通常のPoisson分布にお

いて成立する分散が平均値に等しいと言う性質が成立

しない．すなわち，行為者の平均行動回数（truncated

分布の平均値）が 1以下ならば 0回のデータを含めて計

算した分散は平均よりも小さい過小分散データ (under-

dispersed data)となり，行為者の平均行動回数が 1以

上の場合には 0回のデータを含めて計算した分散は平

均よりも大きい過大分散データ (over-dispersed data)

となる．

Mullahy(1986)7)は，ゼロ過剰データを扱うための 2

つの方法を提案した．第一の方法は「ハードルモデル

(hurdle model)」と呼ばれる．各個人は第一段階として

行動を行うかどうかの 2項選択を行い，行動を行う事に

決めた個人がランダムに行動を繰り返す結果，その回

数が切断ポアソン分布に従うと考えるものである．特

に各サンプルの行動の有無を決める関数と平均行動回

数を決める関数が一致する場合には，回数の確率分布

が負の二項分布 (Negative Binomial)に従うことが知ら

れている．

第二の方法は，Poisson分布に従う確率分布のほかに，

0回を取る確率をさらに加える「ゼロ加算 (WZ: With

Zero)モデル」である．この場合 0という観測値は，は

じめから行動しないと決定されていることにより 0と

なる (選択されなかった 0の)確率と，行動を行う可能

性があったがランダムに行動回数が選択された結果が

たまたま 0であった (選択された 0の)確率の和として
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表現できる．後者の回数分布にPoisson分布を用いたも

のを，ゼロ過剰ポアソンモデル (Zero Inflated Poisson

Model: ZIP)と呼ぶ．Mullahyは，標準的なPoissonは，

これら 2つのゼロ過剰モデルにおいてパラメータに制約

がついたケースに相当することに着目して，Hausman

検定を用いてゼロ過剰モデルの検定を行う方法を提案

した．

ZIPモデルの推定では，「選択せずに 0」となるサン

プルの割合を未知数と考える．本研究ではこれを「非

選択率」ぶ．Lambert(1992)8)は，EMアルゴリズムと

いう収束計算によってこの非選択率と（Poisson分布の

パラメータである）平均行動回数を容易に同時推定で

きることを示した．すなわち非選択率の仮定値を与え

れば，Poisson分布に従って行動回数を選択する選択層

の割合が得られる．さらに，選択層の割合から 1回以

上の確率を引くと「選択された 0」の確率が得られる．

これと各回数の確率を，選択率で割って基準化ものは

Poisson分布に従うため，最尤法により，平均行動回数

のパラメータを各サンプルの属性あるいはサンプルの

グループの属性の関数として推定することができる（M

ステップ）．次に，この推定値から選択された 0の確率

を計算して，1回以上の実現値と加えたもので選択率を

更新する（Eステップ）．

Haabら (1996)9)は，リクレーション行動の調査回数

がゼロ過剰データであることを指摘し，ZIPモデルを

当てはめるとともに，それに対応した消費者余剰の計

算法を提案し，リクレーション施設整備の厚生評価を

試みている．他方，Gurmuら (1996)10) は，ZIPモデ

ルにおける 0の発生を行動学的に意味付けることは困

難であるのに対して，ハードルモデルであれば端点解

としての位置づけが整合的に説明できるという利点を

強調して，「ゼロ過剰負の二項分布モデル (Zero Infrated

Negative Binomial Model: ZINB)」を用いてリクレー

ション行動回数データの分析を行っている．

Ridoutら (2001)11) は，ZIPモデルと ZINBモデル

の特性を比較している．すなわち行為者の平均行動回

数が 1以上の過大分散データ (over-dispersed data)に

おいては，ZIPモデルのパラメータ推定値が深刻なバイ

アスを持つため，ZINBの方が望ましいと述べている．

(3) その後のゼロ過剰モデル研究の進展

その後ゼロ過剰モデルの適用範囲を広げる研究が進

展している．例えば，発生回数が数期間にわたり観測さ

れている場合，同じサンプルの複数期間の回数データ

の間に存在する系統的相関を考慮することが望ましい．

このようなケースへの ZIPモデルの適用方法をDobbie

ら (2001)12) が研究し，Hall ら（2004）13) は ZIP モ

デル，ZINBモデルに加えてゼロ過剰 2項分布モデル

(Zero In-flated Binomial: ZIB)やゼロ過剰 tobitモデ

ル（ZITobit）を提案し，周辺確率分布を活用した推定

方法を提案している．Minら (2005)14)は，ある説明変

数の領域において 0となる確率が極端に小さくなるよ

うな場合には ZIPモデルの推定が不安定になることを

指摘したそして，このような場合は，むしろ異なる 2項

選択が繰り返し実施されていると考えて 2項 logitモデ

ルを累積的に当てはめることが有利であるとしている．

Leeら (2011)15)はクラスターごとにわけられたサンプ

ルに対する各種のモデルの適用性を比較している．

負の二項分布モデルは，行動の有無と行動を始めた

後の追加的な行動の実施を同じ関数で記述することが

できるが，その考え方をさらに拡張することもできる．

すなわちWang(2003)16) では，一定期間中の医者にか

かる回数とその他の保険師などへの相談の回数を，基本

的には共通する要因に基づく行動と考えて，2種類の行

動回数を同時に説明するモデルの提案をしている．また

Castilloら (2005)17)では，特性の異なる複数のPoisson

モデルを重みを付けて結合したモデルを提案し，ZIPモ

デルおよび ZINBモデルがその特殊なケースに当たる

ことを示している．

(4) 本研究のアプローチ

後述するように，本研究で用いる社会生活基本調査

における各都道府県の目的別国内年間宿泊旅行回数の

分布はゼロ過剰の分布であるため，上記のようなモデ

リングを適用することが妥当である．個人ごとの行動

回数に関する非集計データが得られる場合には，行動

の一貫性と推定の安定性の点から ZINBモデルなどの

ハードルモデルが有用に思われる 18)．

しかし本研究で用いるデータは都道府県などを単位

とする集計データであり，その中に宿泊旅行の可能性が

大きく異なる個人が含まれている．例えば業務交通の

場合、われわれ大学教員のように定期的に学会などの

長距離の宿泊旅行を必要とする職業がある一方で，銀

行の支店に勤務する事務職のように行動範囲が地域の

中で完結し，業務上の出張や研修を宿泊で行うような

可能性が全くないような職業もある．前者の人びとを

「選択層」，後者を非選択層」と考えれば，ZIPモデル

の「選択されなかった 0」と「選択された 0」の意味づ

けは明確である．

帰省・訪問旅行についても人によってその必要性が

大きく異なると考えられる．例えば親元を離れて別の

都道府県で暮らしている人は帰省する必要性がある一

方で，親と同居しているような場合には帰省のための

宿泊旅行の必要性はないであろう．地域によって暮ら

し方に差があるため，それに対応して選択率が異なる

と推測される．
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以上のことから，本研究では目的別の年間国内宿泊

旅行回数の分布を，ゼロ過剰ポアソンモデル (ZIP)を

用いて分析する．ただし後述するように，この回数分

布には高頻度層が過剰に含まれており，それを考慮で

きるように ZIPモデルを修正したモデルを提案して使

用する．

3. 旅行回数分布モデル

(1) 修正ゼロ過剰 Poissonモデルの定式化

本節では，国内宿泊旅行の回数データに適用するモ

デルとして，3種類のモデルを定式化する．まず，最も

基本的なモデルであるポアソン分布モデル (POIS) で

は，ある個人が旅行目的mの旅行を年間 k回実行する

確率は次のように定式化される：

pm(k|λm) =

e−λm (k = 0)

λy
me−λm

k! (k ≥ 1)．
(1)

m ∈ {s :観光, p :帰省・訪問,

b :業務出張・研修・その他 }

POISモデルのパラメータは λm のみであり，λm は

目的 mの年間旅行回数の期待値（旅行回数の平均値）

に相当する．

次に，ゼロ過剰ポアソンモデル (ZIP)の年間旅行回

数が k回となる確率は，以下のように定式化される：

pm(k|λm, ωm) =

ωm + (1− ωm)e−λm (k = 0)

(1−ωm)λk
me−λm

k! (k ≥ 1)．
(2)

ZIPモデルのパラメータは，λmと ωmの二つである．

2.で述べたように，ZIPモデルは行動回数の選択を行

わずに 0回と決定する確率（非選択率 ωm）を考え，選

択を実施した場合の回数分布がPoisson分布に従う．こ

こで，λm は行動回数の選択を実施した人々（選択層）

の平均旅行回数に相当する．このように，非選択率 ωm

を考えることによって，0回の比率が Poisson分布で想

定される確率よりも大きいようなゼロ過剰データに対

する適用が可能となる．

データを確認しながら後述するが，社会生活基本調

査から得られる都市間旅行の発生頻度データには，選

択層のポアソン分布で想定されるよりはるかに多くの

「10回以上旅行した」という高頻度旅行者のサンプルが

含まれている．そこで，ZIPモデルにさらにパラメー

タを追加して，高頻度旅行者が過剰のデータに対応す

る．つまり，「非選択層」「選択層」「高頻度層」の 3種類

の個人が存在し，その構成比を決めるパラメータ ωm，

µmと，ポアソン分布に従って回数を選択する選択層の

平均回数 λm の 3つのパラメータをもつモデルを考え

る．これを以下では，ゼロ・高値過剰ポアソンモデル

（Zero and High value Inflated Poisson: ZHIP）モデル

と呼び，以下のように定式化される：

pm(k|λm, ωm, µm) =
ωm + (1− ωm − µm)e−λm (k = 0)

(1−ωm−µm)λk
me−λm

k! (1 ≤ k ≤ 9)

1−
∑9

k=0 pm(k|λm, ωm) (k = {10 ∼)}．
(3)

なお，この時の選択層の比率は (1−ωm−µm)となる．

以下では，2011年の社会生活基本調査の旅行回数デー

タを用いて，3モデル（POIS, ZIP, ZHIP）のパラメー

タを推定し，観測データへの当てはまりを比較するこ

とで，都市間旅行の発生頻度分布の特徴を整理する．

(2) パラメータ推定方法

本節では，パラメータ ωp，µpと λpを推定する方法

を述べる．社会生活基本調査では，目的別の年間旅行

回数を次の選択肢中から選ばせている：

{0回, 1回, . . . , 5回, 6, 7回, 8, 9回, 10回 ∼}．

ここで，目的ごとの各選択肢の回答数を

N0,m, N1,m, . . . , N5,m, N{6,7},m, N{8,9},m, N{10∼},m

と す る と ，ZHIP モ デ ル の 対 数 尤 度 関 数

lnL(λp, ωp, µp|N)は次のように定式化できる：

lnL(λm, ωm, µm|Nm) =

5∑
k=0

Nk,mlnpm(k|λm, ωm, µm)

+N{6,7},m ln (pm(6|λm, ωm, µm) + pm(7|λm, ωm, µm))

+N{8,9},m ln (pm(8|λm, ωm, µm) + pm(9|λm, ωm, µm))

+N{10∼},m ln (1−
9∑

k=0

pm(k|λm, ωm, µm))．

(4)

本研究では，この対数尤度を最大化する非線形最適

化問題を，MATLABソルバー (fmincon)に実装されて

いる interior-point algorithmを用いて解き，パラメー

タ ωm，µm と λm の推定値を求める．

(3) 都市間旅行の発生頻度分布の形状とモデルの選定

表–1, 2, 3にパラメータ推定結果を，図–1に観測さ

れた頻度分布と最尤法で推定した各モデルの頻度分布を

示す．まず，POISモデルと観測値を比較すると，POIS
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表–1 全国データのパラメータ推定結果 (観光)

model coef. SE p-value -log Likelihood AIC

ZHIP ωs 0.479 1.57× 10−3 0.00

µs 0.0228 3.54× 10−4 0.00

λs 1.96 0.0115 0.00 257119.5 514245.1

ZIP ωs 0.507 2.97× 10−4 0.00

λs 2.46 0.0954 0.00 277803.7 555611.3

POIS λs 1.21 2.13× 10−3 0.00 332865.5 665733.1

表–2 全国データのパラメータ推定結果 (帰省・訪問)

model coef. SE p-value -log Likelihood AIC

ZHIP ωp 0.735 1.50× 10−3 0.00

µp 0.0220 3.47× 10−4 0.00

λp 2.12 8.89× 10−3 0.00 172330.4 344666.9

ZIP ωp 0.751 4.16× 10−4 0.00

λp 2.99 2.85× 10−3 0.00 190394.2 380792.5

POIS λp 0.563 0.0175 0.00 289147.0 578296.0

表–3 全国データのパラメータ推定結果 (業務出張・研修・その他)

model coef. SE p-value -log Likelihood AIC

ZHIP ωb 0.857 9.29× 10−4 0.00

µb 0.0236 3.13× 10−4 0.00

λb 2.03 0.0168 0.00 108697.3 217400.6

ZIP ωb 0.870 3.19× 10−3 0.00

λb 3.76 0.0237 0.00 127176.6 254357.2

POIS λb 0.427 2.17× 10−6 0.00 237242.4 474486.9

モデルのゼロ構成率が過小かつ，1～2回の構成率が過

大であることが分かる．この傾向は，旅行目的に関係

なく見られる．

次に，ZIPモデルと観測値を比較すると，POISモデ

ルで大きく乖離していた 0の構成率が修正されること

が確認できる．しかし，どの目的のデータおいても 4～

7回の構成率が過大かつ，10回以上の構成率が過小と

なる傾向が読み取れる．これは，社会生活基本調査の

データでは，選択層の回数分布として仮定しているポ

アソン分布で期待されるより，はるかに 10回以上の構

成率が大きいことに起因している．

最後に，10回以上旅行する高頻度層の構成比 µm を

追加した ZHIPモデルを見ると，すべての目的におい

て，概ね観測データの特徴を再現できていることが確

認できる．また，表–1, 2, 3を見ても，他二つのモデ

ルと比べて ZHIPモデルは，負の対数尤度（逸脱度/2）

と AICがともに非常に小さく，あてはまり・予測の面

からも都市間旅行の発生頻度分布の分析に適したモデ

ルであることがわかる．つまり，国内宿泊旅行の回数

分布は，非選択率 ωm，高頻度率 µmと選択層の平均旅

行回数 λm の 3つのパラメータで表現できる．以降で

は，この 3つのパラメータについてより詳細に分析す

ることで，都市間旅客交通の発生過程を分析する．

(4) 回数分布パラメータの旅行間比較

つぎに，表–1, 2, 3の ZHIPモデルの推定結果を，目

的間で比較してみよう．まず，非選択率 ωmの推定結果

を見ると，観光＜帰省・訪問＜業務となっている．観

光目的についての非選択層は 50%程度だが，最大の業

務目的の非選択層は 85%にも上る．これは，宿泊を伴

うような「業務出張・研修」はごく限られた職種の人

しか行わないことを意味している．次に，高頻度率 µm

の推定結果を旅行目的間で比較すると，「業務出張・研

修」目的が他の目的よりわずかではあるが大きい．つ
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図–1 観測された頻度分布とモデルの比較 (下段は上段の一部を拡大したもの)

まり，以上から「業務出張・研修」目的は一部の職種の

人が高頻度で行っていることが分かる．最後に，選択

層の平均行動回数 λm の推定結果をみると，観光＜業

務＜帰省・訪問となっている．この帰省・訪問目的につ

いては，平均行動回数が大きく，高頻度率が小さいこ

とが読み取れる．

4. 国内宿泊旅行回数分布の個人属性による
差異

(1) 着眼点と分析手法

3.では，都市間旅行の発生頻度分布は，非選択率ωm，

選択層の平均旅行回数 λmと高頻度率 µmの 3つのパラ

メータで表現できることを示した．本章では，社会生

活基本調査の個人属性別の集計結果を用いて，個人属

性と回数分布パラメータの関係を分析する．具体的に

は，性別・年齢階層・介護のありなし毎に集計された目

的別年間旅行回数を用いて，次のように個人属性ごと

のダミーを追加したモデルのパラメータ（ω′
m，µ′

m と

λ′
m）を推定し，その結果を分析する．

ωm,i = ω′
m,0 + ω′

m,sexδi,sex + ω′
m,careδi,care + ω′

m,age,o(5)

µm,i = µ′
m,0 + µ′

m,sexδi,sex + µ′
m,careδi,care + ω′

m,age,o(6)

λm,i = λ′
m,0 + λ′

m,sexδi,sex + λ′
m,careδi,care + ω′

m,age,o(7)

δi,sex =

0 : 個人 iが男性

1 : 個人 iが女性

δi,care =

0 : 個人 iが介護をしていない

1; 個人 iが介護をしている

o ∈ {30歳未満, 30歳代, 40歳代, 50歳代,

60歳代, 70歳以上 }

以降では，各個人属性（性別，介護ありなし，年齢）

ごとに結果を分析する．

(2) 性別による差異

性別による，非選択率 ωm，高頻度率 µmと選択層の

平均旅行回数 λm の差異を表すパラメータの推定結果

を，表–4, 5, 6に示す．まず，表–4の係数の符号を見

ると，観光目的では非選択率 ω′
s,sexが負であり，µ′

s,sex

と選択層の平均旅行回数 λ′
s,sexは正である．これは，観

光目的については，女性のほうが非選択層が少なく，高

頻度層が多く，選択層の平均旅行回数が多い，つまり，

女性のほうが観光目的の旅行を行う確率が高く，回数

も多いことを示している．また，これらの p値は十分

小さく，男女に有意な差があることが確認できる．

帰省・訪問目的の結果（表–5）を見ると，同様に女

性のほうが旅行を行う確率が高く，回数も多い．これ

らに対して，業務目的の符号はすべて逆であり，男性

のほうが旅行を行う確率が高く，回数も多い．
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表–4 性別に関するパラメータ推定結果 (観光)

coef. SE p-value

ω′
s,sex -0.0466 5.15× 10−3 0.00

µ′
s,sex 4.88× 10−4 7.26× 10−4 0.25

λ′
s,sex 0.0423 0.0100 0.00

表–5 性別に関するパラメータ推定結果 (帰省・訪問)

coef. SE p-value

ω′
p,sex -0.0291 2.30× 10−3 0.00

µ′
p,sex 2.15× 10−3 5.69× 10−4 0.00

λ′
p,sex 0.147 0.0168 0.00

表–6 性別に関するパラメータ推定結果 (業務出張・研修・他)

coef. SE p-value

ω′
b,sex 0.0984 1.96× 10−3 0.00

µ′
b,sex -0.0320 8.03× 10−4 0.00

λ′
b,sex -0.645 0.0271 0.00

(3) 介護状況による差異

介護状況による，非選択率 ωm，高頻度率 µmと選択

層の平均旅行回数 λm の差異を表すパラメータの推定

結果を，表–7, 8, 9に示す．まず，表–7の係数の符号

を見ると，観光目的では非選択率 ω′
s,careが正であるが，

他の µ′
s,careと λ′

s,careは，p値が高く（5%以上であり）

有意な差が見られない．つまり，介護を行う人のグルー

プでは，観光旅行について，選択層の旅行の頻度は変

わらないが，非選択層の構成比が大きいことが分かる．

これは，介護レベルなどによっては，宿泊旅行が困難

になるためであろう．

次に，表–8から帰省・訪問目的の係数の符号を見ると，

λ′
p,care には有意な差が見られないが，ω′

p,care と µ′
p,care

が正であることが分かる．選択率 ω′
p,careの符号が正で

あることは，観光目的と同様に介護レベルによっては，

宿泊旅行が困難になることが原因であろう．高頻度率

µ′
p,care の符号は正であり，介護を行う人のグループで

は，帰省・訪問の高頻度層の構成比が大きいことを示

している．これは，距離が離れた場所に住む両親の介

護などがこの目的の宿泊旅行に含まれるためであろう．

最後に，表–9から業務目的の係数の符号を見ると，

µ′
b,careと λ′

b,careの係数の符号が負であることが分かる．

これは，高頻度層の構成比，選択層の旅行回数がとも

に小さい事を示しており，介護を行う人のグループで

は業務旅行が少ない傾向を示している．

表–7 介護に関するパラメータ推定結果 (観光)

coef. SE p-value

ω′
s,care 0.0489 8.08× 10−3 0.00

µ′
s,care −2.64× 10−3 1.86× 10−3 0.08

λ′
s,care 0.0267 0.0158 0.05

表–8 介護に関するパラメータ推定結果 (帰省・訪問)

coef. SE p-value

ω′
p,care 0.0534 9.84× 10−3 0.00

µ′
p,care 4.42× 10−3 1.58× 10−3 0.00

λ′
p,care −6.24× 10−3 0.0121 0.30

表–9 介護に関するパラメータ推定結果 (業務出張・研修・他)

coef. SE p-value

ω′
b,care −4.80× 10−3 2.41× 10−3 0.02

µ′
b,care −1.47× 10−3 4.73× 10−4 0.00

λ′
b,care -0.147 0.0498 0.00

今後，少子高齢化が進行することによって，介護を

行う人の構成比が大きくなることが想定される．上述

の結果を踏まえると，介護を行う人の増加により，帰

省・訪問目的の高頻度層が増加する分を除けば，どの

旅行目的でも国内宿泊旅行回数が少なくなることが推

測される．

(4) 年齢階層による差異

年齢階層による，非選択率 ωm，高頻度率 µmと選択

層の平均旅行回数 λm の差異を表すパラメータの推定

結果を，図–2, 3, 4に示す．まず，非選択率 ωm の年

齢階層ごとの差異を示した図–2を見ると，非選択層比

率は高齢になるにしたがって大きくなる傾向がわかる．

この傾向はどの旅行目的をとっても変わらない．

次に，図–3と図–4を見ると，帰省・訪問目的と業務

目的の流動では 50代以降で高齢になるほど，旅行頻度

が少ない（µmと λmが小さい）傾向にある．なお，業

務目的については，µm，λmが 40代・50代をピークと

する形となっている．これは，都市間業務旅行は，比

較的立場が高いと想定される 40代・50代で頻度が高い

ことを示している．また，観光目的の λmを見ると，他

の目的とは異なり，60代・70代で最大となる．これは，

退職後に観光旅行の頻度が高くなることを示している．

ただし，上述のようにこの世代は，観光目的旅行の非

選択層も特に多く，ごく一部の人が退職後に比較的高
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図–2 年齢階層による非選択率 ωm の差異（上下の線分は 95%信頼区間）
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図–3 年齢階層による高頻度率 µm の差異（上下の線分は 95%信頼区間）
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図–4 年齢階層による選択層の平均行動回数 λm の差異（上下の線分は 95%信頼区間）

い頻度で観光旅行をするという構造が読み取れる．

5. 国内宿泊旅行回数分布の空間的差異

(1) 着眼点と分析手法

本章では，社会生活基本調査の都道府県別の集計結

果を用いて，回数分布パラメータの空間的な差異を分

析する．具体的には，都道府県毎に集計された目的別

年間行動回数を用いて，都道府県 nごとに別々のパラ

メータ（ωm,n，µm,n と λm,n）を推定し，その結果を

分析する．

(2) 空間的差異の推計結果

本節では，回数分布パラメータの都道府県毎の推定

結果を分析し，回数分布パラメータの空間的差異につ

いて考察する．図–5に，ωm,n を横軸，µm,n を縦軸に

とって，各都道府県をプロットした図を示す．まず，非

行動者率 ωm,nを基準に見ると，各目的ごとのプロット

のばらつきは，目的間の差異に比べて小さい．つまり，

非行動者率 ωm,nについては，空間的な差異より目的に

よる差異のほうが大きいことがわかる．

次に，縦軸である高頻度率 µm,nを基準に見てみよう．

高頻度率 µm,nでは，目的間の差異がそれほど大きくな

く，都道府県間で大きく異なることが分かる．なかに

は，4倍近く異なる都道府県ペアも存在しており，高頻

度率 µm,nは，都市の配置や交通サービスといった空間
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図–5 非選択率 ωm,n と高頻度率 µm,n の推計結果

の影響を大きく受けていると推測できる．

同様に，図–6の縦軸である選択層の平均旅行回数

λm,nも，µm,nと同様に目的間の差異より空間的な差異

のほうが大きく．このパラメータも空間要素の影響を

大きく受けていると推測できる．

空間的差異は，都市の配置や交通のサービスレベル

の影響を大きく受けていると推測される．本分析によっ

て，高頻度率 µm,n や選択層の平均旅行回数 µm,n は，

空間的差異が目的間の違いより大きいことが分かった．

今後は，非集計情報を用いて，個人属性による差異と比

較した分析を行っていく中で，都市間交通サービスと

都市間トリップ回数分布の関係を分析する予定である．

6. おわりに

本研究では，社会生活基本調査における国内年間宿

泊旅行の回数分布を分析した．まず，回数分布の分析

にあたって，本データの特徴である，ゼロと高頻度の

サンプルが Poisson分布で期待されるより多く観測さ

れる点に対応できる，「ゼロ・高値過剰ポアソンモデル

(ZHIP)」を提案した．そして，旅行回数分布を「非選

択率，高頻度率，選択層の平均旅行回数」の 3つのパ

ラメータをもつ ZHIPで記述できることを示した．次

に，性別，年齢，介護状況などの個人属性によって，回

数分布パラメータがどのように異なるかを明らかにし

た．さらに，都道府県ごとの旅行回数分布から，都道

府県ごとの回数分布パラメータを推定し，その空間的

な差異を確認した．

本分析の大きな目標は，「都市間公共交通サービスが

旅行回数分布にどのような影響を与えるのか？」とい
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図–6 選択率 (1− ωm,n − µm,n)と
選択層の平均旅行回数 λm,n の推計結果

う疑問に答えることである．この疑問に答えることで，

「縮小期にどのように都市間交流を活性化させるか？」，

「都市間公共交通の価値・担うべき役割とはなにか？」

といった議論に有用な情報が得られると想定される．し

かし，現時点では旅行回数分布を決めるパラメータの，

都道府県間の（空間的）差異を検出するのみにとどまっ

ている．今後は，社会生活基本調査の非集計データを

活用しながら，本研究の中で確認された個人属性の影

響をコントロールしつつ，空間的差異の原因となる要

因，その際にどの程度公共交通サービスの水準が影響

をあたえるか？といった分析を進める予定である．
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